
東通村の令和７年度における基金の積立状況は下表のとおりです。

○基金残高 （総括） （単位 ： 千円、 ％）

区　　分 令和７年度末 令和６年度末 増減額 増減率

基金総額

財政調整基金

減債基金

特定目的基金

　【特定目的基金の内訳】

区　　分 令和７年度末 令和６年度末 増減額 増減率

1 地域福祉基金 601 600

2 ふるさと活性化対策基金 6,489 6,476

3 漁業振興基金 4,076,927 4,095,261

4 磯資源等倍増基金 1,390,051 1,386,937

5 寒立馬保護対策基金 7,181 6,806

6 育英基金 11,873 13,636

7 公共用施設維持基金 134,347 1,144

8 津軽海峡地区漁業振興基金 194,167 195,082

9 定住促進及び子育て支援基金 153,176 124,130

10 核燃料物質等取扱税交付金事業基金 141,888 95,390

11 電源立地地域対策交付金事業基金 1,130,110 1,210,181

12 森林環境譲与税基金 23,711 4,926

13 企業版ふるさと納税寄附金基金 22 0

14 肉用牛購入資金貸付基金 29,745 29,586

15 サケ増殖事業基金 27,224 28,090

16 原発等立地地域基盤整備支援事業交付金事業基金 150,000 0

合　　計 7,477,512 7,198,245
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令和７年度基金の積立状況について

8,564,355 8,558,118 6,237

958,789 1,221,498 ▲ 262,709

128,054 138,375 ▲ 10,321 ▲ 7.5

7,477,512 7,198,245 279,267

0.1

▲ 21.5

3.9

0.2

0.2

▲ 0.4

0.2

5.5

▲ 12.9

23.4

48.7

▲ 6.6

0.5

▲ 3.1

皆増

皆増

381.3

▲ 0.5

11,643.6

3.9
財政課
　財政グループ

健全化判断比率 早期健全化基準 説　　　明

実質赤字

比率

※１

（△12．84％）

１５．００％

一般会計を対象とした実質赤字額を、 標準財政規

模 （※２） で除して算定され、 東通村の一般会計

の赤字額が村の標準的な年間収入に対し占める割

合を表しています。

連結実質赤字

比率

※１

（△18.66％）

２０．００％

一般会計の実質赤字に公営企業会計を含む全会計

を対象とした実質赤字額及び資金不足額を加えた

実質連結赤字額を標準財政規模で除して算定され、

東通村の全ての会計の赤字額及び資金不足額が村

の標準的な年間収入に対し占める割合を表してい

ます。

実質公債費

比率
11.6％ ２５．０％

一般会計等が負担する地方債元利償還金及び企業

債元利償還金等これに準ずる準元利償還金を標準

財政規模で除して算定され、 村債等の償還額が村

の標準的な年間収入に対し占める割合であり、 ３

ヵ年平均で表しています。

将来負担

比率

※１

（△97.4％）

３５０．０％

地方債残高、 債務負担行為等支出確定額、 退職手

当支給予定額、 公社等の負債のうち一般会計等が

将来負担すべき見込額から、 将来負担軽減効果の

ある基金等を控除し、 標準財政規模で除して算定

され、 村が将来負担する額が標準的な年間収入の

何年分に相当するのかを表しています。

※１　実質赤字比率、 連結実質赤字比率及び将来負担比率がないため 「―」 で表示し、 参考として黒字の比率を （　）
内に△ （マイナス） 表示しています。

※２　標準財政規模とは、 普通交付税算定に用いる地方公共団体の標準的な状態で通常収入が見込まれる一般財源の規
模を示す指標であり、 通常水準の行政サービスを提供する上で必要な一般財源の目安となり、 健全化判断比率の算定
や財政分析、 財政運営の指標算出のために活用します。 令和７年度は3,738,894千円となっています。

○各公営企業における 「資金不足比率」 については、 令和７年度決算において資金不足を生じた公営企

業はないため、 該当ありませんでした。

資金不足比率 経営健全化基準 説　　　明

水道事業会計

※３

（△137.08％）
２０．００％

公営企業会計ごとの資金不足額をそれぞ
れの事業規模 （※４） で除して算定され、

東通村の経営する公営企業の資金不足

額が、 それぞれの年間料金収入、 使用

料収入の何年分に相当するかを表してい

ます。
下水道事業会計

※３

（△57.68％）

※３　資金不足比率がないため 「―」 で表示し、 参考として黒字の比率を （　） 内に△ （マイナス） 表示しています。
※４　公営企業会計ごとの資金不足額をそれぞれの事業規模で除して算定され、 東通村の経営する公営企業の資金不足
額が、 それぞれの年間料金収入、 使用料収入の何年分に相当するかを表しています。
水道事業会計は129,535千円、 下水道事業会計は50,789千円となっています。

令和７年度決算に基づく健全化判断比率等の算定結果について

○東通村の健全化判断比率及び資金不足比率について、監査委員の審査を受け、その意見を付して９月

定例村議会へ報告いたしましたので、住民の皆様へお知らせいたします。

○令和７年度東通村各会計の決算に基づき健全化判断比率を算定したところ、下表のとおり、いずれの

指標についても早期健全化基準を下回り、健全と判断されました。
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